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１．事業の概要
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と う き ょ う と え ど が わ く え ど が わ

事業区間 ：東京都江戸川区江戸川一丁目 ～
ち ば け ん い ち か わ し お し き り

：千葉県市川市押切
延 長 ：約0.8kｍ
幅 員 ：渡河部15.0ⅿ一般部26.0ⅿ
道路規格 ：第4種第1級
設計速度 ：40km／h
全体事業費：120億円
事業期間 ：令和4年度～令和13年度

800m 190m

断 面 図

【渡河部断面】 【取付部断面】

側 面 図

渡河部延長:約０．２km

事業計画延長 Ｌ＝約０．８km

河川管理用通路河川管理用通路

旧江戸川
市川浦安線

行徳街道
篠崎街道

（押切交差点） （行徳駅入口交差点）

柴又街道

千葉県取付部延長:約０．４km東京都取付部延長:約０．３km

補助第143号線
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延長:約０.３km 延長:約０.２km 延長:約０.４km

延長:約０.８km

※四捨五入の関係で、合計が一致しない



千葉県における
一般道路（DID地区）の
混雑度平均値は1.01
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２．事業の必要性
（１）交通の状況（混雑状況）

•東京都江戸川区と千葉県葛南地域は、江戸川・旧江戸川によって隔たれ、都県間の移動の際
には、これらの河川を渡河する必要があるが、橋梁が限られていることから交通が集中し、
慢性的な交通混雑が発生している。
•災害時には、避難者や帰宅困難者等の避難行動や救助・救援活動の支障となっている。

○都県境の橋梁整備状況 ○混雑状況(平時・災害時)

東日本大震災発災後、帰宅困
難者 (徒歩帰宅者 )が集中し
混雑した都県境橋梁

交通量
(台/日)

混雑度

市川橋 35,027 1.54

今井橋 27,029 1.16

浦安橋 30,955 1.24

舞浜大橋 53,797 1.96

出典:H27センサス

【一般道路の橋梁間隔】

市川市・浦安市から
東京都内への通勤通学者数
は約１５万人 ※H27国勢調査



•「千葉県道路整備プログラム」（R2.3）では、旧江戸川橋梁(仮称)（（仮称）押切橋）を、
都との連携を強化する道路として、整備を進める路線に位置付け。
•市川市都市計画マスタープランでは、地域を連携する軸として位置付けられ、市川都市計画
道路３・４・２５号線として昭和４２年２月に都市計画決定されている。
•江戸川区都市計画マスタープランでは、都市間の連携を強化するものとして位置付けられ、
東京都市計画道路幹線街路補助線街路第１４３号線として昭和２２年１１月に都市計画決定
されている。

２．事業の必要性

（２）上位政策及び全体計画との関連

○都市計画での位置づけ（市川市・江戸川区）○千葉県道路整備プログラム

5

千葉県道路プログラムへ修正済、市川市都市マスの文言へ修正済

出典：千葉県道路整備プログラム（R2.3）

旧江戸川橋梁(仮称)

拡大

出典：市川市都市計画マスタープラン 出典：江戸川区都市計画マスタープラン

旧江戸川橋梁(仮称)

旧江戸川橋梁(仮称)
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３．経済的・社会的効果
（１）道路ネットワークの強化

•旧江戸川橋梁（仮称）の整備により、都県間の新たな道路ネットワークを形成。

京葉市川IC

一之江

○都県間の道路ネットワーク

298

14

千葉県
東京都

至
千
葉

至
千
葉

市川中央IC

千鳥町

倉庫

工場

14

舞浜

浦安

357

14

京葉JCT

篠崎IC

○旧江戸川橋梁(仮称)の整備有無による
交通量･混雑度の変化

【交通量について】 (単位：百台)

【混雑度について】

交通が
転換！

今井橋の混雑度が
1.0未満に低下！

出典:交通量推計結果(旧江戸川橋梁(仮称)整備有無による交通量を比較)
※新たな路線を認定予定



３.経済的・社会的効果
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（２）救急搬送の迅速化

【整備前】

搬送距離・時間 １０.７km：１７分
（今井橋経由)

【整備後】

搬送距離・時間 ６.０km：１１分
（旧江戸川橋梁経由)

•市川市消防局と東京消防庁は消防相互応援協定を締結。
•病院への救急搬送距離が短くなることにより、救急搬送時間が短縮。

【救急医療】
整備前:搬送時間 17分（10.7km)
整備後:搬送距離 11分（6.0㎞）

市川市消防局の声

・東京都への搬送先は江戸川病院が多く、行徳市街地からは今井橋を
経由して旧江戸川堤防沿いのルートを利用。
・旧江戸川橋梁(仮称)の整備による搬送時間の短縮に期待。

資料：2021年12月ヒアリング調査結果

タイトル・箱書きの修正

○救急搬送の迅速化

■江戸川病院
救急指定：二次
病床数内訳：一般474床
医師数合計：90名
住所：東京都江戸川区東小岩

2-24-18

○行徳市街地～江戸川病院

南行徳駅

妙典駅

：救急搬送ルート（整備前）

：救急搬送ルート（整備後）

行徳市街地
行徳駅

整備後 約60％

整備前 約95％

★搬送時間短縮により
救急救命率が約35ポイント向上

※搬送時間は現道の規制速度を基に算出
(旧江戸川橋梁(仮称)は40ｋｍ/h)

搬送時間
6分短縮！

搬送距離
4.7km短縮！



３．経済的・社会的効果
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（３）防災力の向上

•市川市と江戸川区では、災害時における相互応援に関する協定を締結。
•旧江戸川橋梁(仮称)の整備により、災害時の避難者や帰宅困難者等の新たなルートを形成。
•災害時における、救助活動や救援物資の輸送機能の強化、代替性の確保など防災力の向上。

災害時の相互応援
に関する協定を締結

都県境の既存橋梁

行徳駅周辺地域

行徳地区

拠点施設

既存橋梁を通過する移動経路【徒歩】

旧江戸川橋梁（仮称）を通過する移動経路【徒歩】

既存橋梁を通過する防災拠点間の輸送経路

旧江戸川橋梁（仮称）を通過する防災拠点間の輸送経路

都県境の新設橋梁

橋梁部ボトルネック

江戸川区東部地区

小学校区防災拠点（市川市）

市川市役所
行徳支所

江戸川区役所
東部事務所・区民館

鹿骨事務所・区民館

葛西区民館

総合文化センター地域住民の声

・東日本大震災の時、帰宅困難者として今井
橋を渡った経験があり、かなり混雑していた
様子にはがっかりした記憶がある。
・旧江戸川橋梁（仮称）が整備されることで
災害時帰宅困難者の分散に期待する。

資料：R2.11.15 地元説明会記録

○災害時の新たな移動経路（帰宅困難者・災害時物資輸送）

※行徳地区、江戸川区東部地区については自治体HPを参照して作成
※拠点施設、小学校区防災拠点については市川市、江戸川区の地域防災計画を基に作成

○情報発信・集約、
本部との調整・相
談窓口等

○救援物資の集積･
仕分、地域内輸送
拠点と避難所との
中継基地

出典：江戸川区HP

江戸川区役所 東部事務所・区民館
（災害時の位置付け：地域拠点・食品等集積地）

今井橋

浦安橋

出典：市川市HP

市川市役所 行徳支所
（災害時の位置付け：行徳本部・消防救出活動の拠点）

○地域の応急対策の
立案・推進

○情報発信・集約、
各防災拠点の管理・
支援

【行徳駅周辺地域在住者】
東京23区への通勤者約9千人

千葉県

東京都



３．経済的・社会的効果
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（４）地域の利便性向上

•行徳駅利用者の内、約2,200人が途中駅で乗換えて都営新宿線の駅を利用。
•旧江戸川橋梁（仮称）の整備により、旧江戸川によって隔たれていた地域が結ばれ、通勤など
で利用できる鉄道の選択肢が増えることで、地域住民の利便性が向上。
•行徳地域における都営新宿線 瑞江駅の利用圏域が拡大。

都営新宿線
34～39分
330円

瑞江駅 新宿駅

○新宿方面への鉄道利用
整備前：行徳駅から鉄道利用

東京メトロ
東西線

都営
新宿線

43分
360円

行徳駅 九段下駅 新宿駅

整備後：瑞江駅から鉄道利用
（乗り換えがなく、所要時間短縮）

指摘無

九
段
下

行徳

市
ヶ
谷新

宿

新
宿
三
丁
目

958
（44％）

81
（4％）

146
（7％）

180
（8％）

南
大
沢

府
中

狭
間

278
（13％）

356
（16％）

172
（8％）

出典：平成30年東京都市圏パーソントリップ調査、東京メトロＨＰ、国交省

乗降人員
44，433人/日
（2020年）

東京メトロ東西線

都営新宿線

混雑率：199％

混雑率：159％

瑞江

※新型コロナ感染症流行前の統計を用いた

○行徳駅利用者の都営新宿線駅利用状況

地域住民の声

・旧江戸川橋梁（仮称）の開通により、都営新宿線の
利用が選択肢として広がることには 非常に期待
している。

資料：2020年11月15日 地元説明会記録

バス会社Aの声

・旧江戸川橋梁(仮称)が整備された際は
行徳駅周辺と瑞江駅周辺を結ぶバス
路線の追加が考えられる。

資料：2021年12月ヒアリング調査結果

旧江戸川橋梁
（仮称）

都営新宿線

瑞江駅

○都営新宿線 瑞江駅の利用圏域の拡大
【整備前】

自転車10分圏域 面積・人口

０km²・０千人

【整備後】

自転車10分圏域 面積・人口

０.９７km²・１７千人

※第12回大都市交通センサスより、自転車利用圏域を10分と設定
※人口はH27国勢調査(メッシュ人口のため概算値)
※自転車速度15km/hで算出

…圏域拡大箇所



３．経済的・社会的効果
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（５）費用便益比の算定

社
会
的
割
引
率

■費用および便益算定の前提
基準年次 ：令和３年度
検討年数 ：供用後５０年間
社会的割引率：４％

■便益の算定

●走行時間短縮便益
●走行経費減少便益
●交通事故減少便益

■費用の算定

道路整備に
要する事業費

■現在価値の算定

便益の現在価値（B） 費用の現在価値（C）

費用便益分析の実施 （B/C）

費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ
平成30年2月
国土交通省

道路局、都市局

道路維持管理
に要する費用

デ
フ
レ
ー
タ

指摘無



３．経済的・社会的効果
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交通量の推計

走行時間短縮便益

走行経費減少便益

事故減少便益

総便益（B）

道路整備の有無によるそれぞれの交通量、走行速度等を推計

＝道路整備無の走行時間の価値－道路整備有の走行時間の価値

＝道路整備無の走行経費－道路整備有の走行経費

＝道路整備無の交通事故損失額－道路整備有の交通事故損失額

（without） （with）

（without） （with）

（without） （with）

O D O D

整備無（without） 整備有（with）

（６）便益の算定方法

指摘無



３．経済的・社会的効果
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（７）費用便益比

基準年：令和３年度

注１）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
注２）費用及び便益額は整数止めとする。（維持管理費を除く）
注３）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

修正済み

便益（Ｂ）

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益
費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

１３６億円 ２７億円 ９億円 １７２億円

費用（Ｃ）

事業費 維持管理費 総費用

１．９
８５億円 ５億円 ９１億円

◆計算条件
基準年次 ：令和３年度

供用開始年次 ：令和１４年度

分析対象期間 ：供用後５０年

基礎データ ：平成２２年度

道路交通センサス

交通量の推計時点：令和１２年度

推計交通量 ：１１，５００（台／日）



５．環境に与える影響
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•環境影響予測(大気質・騒音・振動・低周波音・日照)を実施した結果、供用時にはいずれも基準値内
の予測値であったが、事業の実施にあたっては、低騒音及び低振動の工法、建設機械の採用などを
行っていく。
•水質・動植物に関する文献調査を行ったところ、以下の結果であったため、事業の実施に伴って
生じる動物への影響や水質の確保について今後、検討していく。

環境影響予測項目 予測結果 基準

二酸化炭素 基準の範囲内 1時間値の１日平均値が0.04～0.06ppmのゾーン内またはそれ以下

浮遊粒子状物質 基準の範囲内 1時間値の1日平均値が0.10㎎/m3以下であり、かつ1時間値が0.2mg/m3以下

騒音 基準の範囲内 幹線交通を担う道路に近接する空間の環境基準(昼間70dB、夜間65dB)以下

振動 基準の範囲内 第2種区域の要請限度(昼間70dB、夜間65dB)以下

低周波音 基準の範囲内 一般環境中に存在する低周波音圧レベル（90dB）、ISO7196に規定されたＧ特性音圧レ
ベル（100dB）以下

日照 基準の範囲内 建物2階高さで日影時間5時間以内(近隣商業地域)

文献調査項目 文献調査結果

動植物 動物について、重要な動物種として40種の魚類と180種の底生生物の生息と水鳥が利用している可能性があ
るため、事業の実施に伴って生じる動物(魚類、底生生物、水鳥)への影響について、配慮する必要がある。
植物について、重要な植物は生育していない。

水質 水質の状況は、健康項目については、いずれも環境基準以下。
河川区域内に橋脚を設置する事が必要となるため、水質の確保のために配慮する必要がある。



６．総合的な評価
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○まとめ
・事業の投資効果が認められる。

B ／ C ＝ １．９

・事業の実施により周辺地域の交通混雑の緩和が
図られ、救急活動や防災等の効果が期待できる。

令和4年度から事業に着手し、早期整備を図る。


